
 

児童福祉法に基づく指定障害児通所支援事業者、指定障害児相談支援事業者及び指定障害児入所施設等の事故報告取扱要領 

（新旧対照表） 

 

改 正 案 現 行 

 

（略） 

 

（事故の種類と報告の対象） 

２ 各事業者はサービス提供中、又はサービス提供に関連して発生した次

の（１）から（９）の場合、事故報告書により報告を行うこと。 

なお、「サービス提供に関連して」とは、送迎・通院等の間の事故も

含む。また、在宅の通所・入所サービス及び施設サービスにおいては、

利用者が事業所内にいる間は「サービスの提供中」に含まれる。 

 

（略） 

 

（８）誤薬 

 

（９）その他、報告が必要と認められる事故の発生 

例えば、事業者と利用者の間でトラブルになる可能性があると判断

したときなどが想定される。 

 

（略） 

 

（報告先）  

４ ２で定める事故が発生した場合の報告先は次のとおりとする。 

（１）川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害者施設指導課（第一報及び事

故報告書） 

（２）当該利用者の支給決定市区町村障害福祉サービス事業主管課（第一

報のみ） 

（３）児童相談所（被措置児童のみ） 

 

 

（略） 

 

（事故の種類と報告の対象） 

２ 各事業者はサービス提供中、又はサービス提供に関連して発生した次

の（１）から（８）の場合、事故報告書により報告を行うこと。 

なお、「サービス提供に関連して」とは、送迎・通院等の間の事故も

含む。また、在宅の通所・入所サービス及び施設サービスにおいては、

利用者が事業所内にいる間は「サービスの提供中」に含まれる。 

 

（略） 

 

 

 

（８）その他、報告が必要と認められる事故の発生 

例えば、事業者と利用者の間でトラブルになる可能性があると判断したと

きなどが想定される。 

 

（略） 

 

（報告先）  

４ ２で定める事故が発生した場合の報告先は次のとおりとする。 

（１）川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害計画課（第一報及び事故報告

書） 

（２）当該利用者の支給決定市区町村障害福祉サービス事業主管課（第一

報のみ） 

 

 



 

（略）  

  

 

附 則 

この取扱要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この取扱要領は、平成３１年１月１日から施行する。 

附 則 

この取扱要領は、令和 ３年４月１日から施行する。 

附 則 

この取扱要領は、令和 ６年３月１日から施行する。 

（略） 

 

 

附 則 

この取扱要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この取扱要領は、平成３１年１月１日から施行する。 

附 則 

この取扱要領は、令和 ３年４月１日から施行する。 

 

 


